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要旨（和文） 
要旨（英文） 
 
1）「退耕還林」政策の全称は「退耕還林・還草」政策である。中国北方の乾燥帯では水分条件は森林の育
成に適さないため、農作と放牧を放棄させ、一部で草原へ復元する地域もある。主要内容ではないので、
本研究ではこのような地域を扱わなく、「退耕還林」政策と表示し、森林復元だけに注目している。 
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第一章 序論 
1.1 研究の背景 
1.1.1 中国の「退耕還林」政策 
  中国では 1949 年建国以来、経済や建設を中心とし、食糧生産を優先させ、資源の需要
と人口の激増により長年にわたって山地の森林開墾を行ってきた。特に中国西部の長江、
黄河上流域における広範囲な森林破壊は表土流出に悪影響を及ぼす。徐ほか（2004）によ
ると、1998 年に全国の水土流失面積が 360 万 km2 に達し、国土面積の 37.5%を占めている。
土地退化による砂漠化土地面積が 174 万 km2 に達し、国土面積の 18.2%を占めている。1998
年に中国の長江下流域では未曽有な大洪水に見舞われ、4000 人以上の死者と約 3 億人の被
災者を出し、直接経済損失は 2551 億人民元に達した（飯塚、2002）。その大災害により、
中国政府は全国の生態環境問題の深刻性を改めて認識し、従来の木材生産を中心とした林
業政策は生態環境の復元へ転換された（村上、2011）。 
現存する森林を保護するために、1998 年以後、中国政府は長江上流の天然林伐採を全
面禁止し、植生回復、水土流失の防止、災害の防止を図り、天然林保護プロジェクトを強
化した。一方、開墾された土地におけるさらなる土壌流出と砂漠化を防止するために、2000
年頃に全国レベルの「退耕還林」政策 1)（以下「退耕還林」と記す）を導入した。「退耕還
林」は農民の協力の下で急勾配な傾斜面の農地における耕作を放棄させ、植林する政策で
あり、かわりに植林・保育する農民に補助金を支払う形式をとっている。 
「退耕還林」の投入資金、実施地域と効果は他の五つ重点林業保全政策を遥かに超え
ているため（表 1-1）、中国 2000 年以来の最も重要な林業政策として位置づけられる（徐ほ
か、2004）。 
 
表 1-1 中国 2002年からの六つ重点林業政策（国家林業局、2005） 
林業政策 内容 
投入資金/億元
（2004年） 
実施面積/万 ha
（2004年） 
「退耕還林」 
耕作に適しない、侵食危険のある農地を森林
に復元する政策 
235.74 356.82 
天然林保護 
主要大河川中上流域の天然林伐採が禁じら
れ、伐採跡地や荒廃林地へ再造林する政策 
68.20 64.14 
北京天津風砂源整備 
北京天津周辺地域の砂漠化治理と荒山、砂地
造林活動 
26.77 101.17 
「三北」と長江防護林 
東北、華北、西北などの砂漠化防止のため、
植林、成育、管理する 
35.26 44.83 
早生多収穫林整備 
木材の生産と供給のギャップを解消するに、
林業の木材生産基盤を構築する工程 
10.27 5.68 
野生動物保護区域 
野生動物の生息地の保全、絶滅危惧種の繁殖
と成長を促進するプロジェクト 
4.45 87.00 
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 「退耕還林」により、河川上流域の森林保全を図り、水土保持と水源涵養など多面的
な機能を発揮させることで、生態環境の回復が期待されている。また、洪水災害が本政策
の実施のきっかけとなった一方、金・薮田（2017）によると、中国の食糧作付面積は減少
しているが、1998 年の単位面積当たりの食糧生産量が 1965 年の 2.8 倍にのぼり、一人当た
りの食糧生産量も 1951 年に比較して約 2 倍の 410kg に達した。食糧の安定供給の前提条件
から「退耕還林」政策も農業生産調整の一面があると考えられる。 
 
1.1.2 「退耕還林」政策の諸法令と条例の沿革 
 「退耕還林」は全国レベルの環境・経済政策として、その投入資金は多く、実施地域
も広範囲である。以下に政策の法令と条例の変遷の概要に焦点を当てて検討する。 
 李（2005）、羅（2005）、鐘（2018）は「退耕還林」の沿革は四段階があると述べてい
たが、それを参考に本研究では「退耕還林」の資金、実施地域、目標によって「退耕還林」
に関する法令・条例を五つの段階に分けた（表 1－2）。 
 第一段階：準備試行段階（1998 年～2002 年）。この時期において大洪水災害を契機と
して、国が河川上流域の森林保全の重要性を認識し、「退耕還林」の実行するにあたってい
くつの国土管理、封山緑化に関する法令を頒布した。1999 年から、陝西、甘粛、四川三省
において「退耕還林」の試行工程を行い、政策の具体的な土地選定、補助金、樹種、農業
税などに関する規定が行われ、次の政策展開の礎となっている。 
 第二段階：本格展開段階（2002 年～2004 年）。2002 年では中国国務院（国会相当）は
「退耕還林条例」を公表した。この条例は「退耕還林」を本格的に法制化し、全国に展開
したとするものである。そこで、条例は「退耕還林」の長期的な目標と生態収益、実施プ
ロセス、農家補助、樹種、権利などの事項を定め、実質的な「退耕還林」の指導ガイドラ
インである。また、林業機関からいくつの林業技術管理と責任に関する規定が補足され、「退
耕還林」は国全土に広がった。この段階から第四段階までの施策は第一回「退耕還林」と
する。 
 第三段階：完善強固段階（2004 年～2007 年）。政策が執行後から 2 年にあたり、2004
年から新規「退耕還林」計画面積が大幅に縮小された。2003 年の 336.7 万 ha 計画面積に比
して、2005 年の計画面積が 66.7 万 ha に減少し、2006 年さらに 26.7 万 ha に減少した（中国
林業局、2017）。その理由として、国家経済形勢と食糧補助の不足があげられている。この
時期から、「退耕還林」の方針は規模拡大から現存成果の完善・強固に変換してきた。 
第四段階：暫時停止段階（2008 年～2015 年）。国務院による「退耕還林の完善に関す
る通知」から、2008 年から新規「退耕還林」計画面積が見送られ、「退耕還林」の計画面積
の拡大がほとんど停止した。一方、現存「退耕還林」農家への補助金支給周期がさらに延
長し、森林権利が改革し、いままで築いた「退耕還林」工程の成果を改善することがこの
時期の要となっている。 
第五段階：加速拡大段階（2015 年末～）。2015 年国務院などが「新退耕還林（草）規
模の拡大についての通知」を公表し、新時期の「退耕還林」を展開した。今回の「退耕還
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林」の特徴として、さらなる生態環境の保全と持続可能発展の促進、「扶貧」（貧困地域の
農民の貧困からの脱却）及び農村の産業構造調整を促すことがあげられる。「退耕還林」は
単に生態復元のみならず、貧困農村の経済扶助と農村生産様式転換の重要な政策となって
いると考えられる。この段階からの施策は第二回「退耕還林」とする。 
 
表 1-2 第一、二回「退耕還林」に関する法令・条例の変遷 
 
時期 策定機構 政策名称 内容 
第一段階 
1998年 8月 国務院 「中華人民共和国土地管理法」 
森林の破壊を禁止と森林復元に関する規
定 
1998年 10月 国務院 
「洪水災害の再建、国土総合整
理のための若干意見」 
「封山育林、退耕還林」の災害再建の初
提出 
1999年 8月 総理 
「退耕還林（草）、封山緑化、
以粮代赈、個体請負」 
西部の生態再建工程を提出、陝西、甘粛、
四川三省において試行工程を展開 
2000年 3月 
国家林業局、国
家計委など 
「長江、黄河上中流域 2000年
退耕還林（草）試行方案」 
退耕還林（草）工程の更なる拡大、当年
度には 1742.6 万畝の退耕還林を完成し、
資金投入 76.8億人民元 
2000年-2001
年 
国務院 
「退耕還林（草）試行地域の農
業税政策についての通知」； 
「退耕還林（草）工程の種苗法
案」； 
「退耕還林（草）工程の補助金
管理法案」； 
「退耕還林（草）の食糧供給方
案」など 
退耕還林（草）工程の中に農業税、種苗、
補助金、食糧などに関する規定を定めた 
第二段階 
2002年 12月 国務院 
「退耕還林条例」 
（第 367号国務院令） 
退耕還林（草）プログラムを本格的に展
開し、特に退耕還林の実施するにあたり、
生態を優先し、農村産業構造の調整、水
土流失の防止、農村経済の発展を並行し
て実施するように拡大していく。これか
ら退耕還林が理論から生態経済実践へ転
換した。2003年度に退耕還林は全国 300
万畝以上の面積を計画した。 
2003年-2004
年 
国家林業局 
「退耕還林工程作業設計技術
規定」； 
「退耕還林（草）工程建設監視
管理規定」 
退耕還林の林業技術規定と管理プロセ
ス、責任、処罰などを具体的に決めた。 
第三段階 
2004年 8月 国家林業局 
「退耕還林の成果を強固する
工作についての通知」 
経済形勢と食糧供給問題により、2004年
以後の計画退耕還林（草）面積を大幅に
縮小し、2005年は 2003年の 1/4に減少し、
工程の重心も成果の強固へ移した。また、
食料補助を現金補助に変換した。 
2004年 国務院 
「退耕還林（草）補助方法の完
善に関する通知」  
第四段階 
2007年 8月 国務院弁公庁 
「国務院が退耕還林の完善に
関する通知」 
2007年後退耕還林の新増加面積を先送
り、現退耕還林地の完善に努める。また、
補助金の配分周期を延長した。2007年以
後退耕還林工程の拡大はほとんど停止し
た。 
2008年 6月 国務院 
「中国共産党と国務院が集体
林権の改革を推進に関する意
見」 
林権を改革し、森林権利証を発行した。 
2010年 12月 国家林業局 「天然林保護工程の相関措置」 
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第五段階 2016年 2月 
財政部、国家林
業局など 
「新退耕還林（草）規模の拡大
についての通知」 
1．斜面耕地を非基本耕地へ変更；2.退耕
還林（草）工程と扶助貧困人口の組み合
わせ；3．補助金水準の増加など；4．需
要水源地の斜面耕地、汚染地域に対する
処理など 
注：1) 李（2005）、羅（2005）鐘（2018）を参考に筆者作成 
 
1.1.3 「退耕還林」政策の計画と枠組み 
「退耕還林条例」、「新退耕還林（草）規模の拡大についての通知」などの規定に基づ
き、各要素側面から「退耕還林」のビジョン、計画及び基本的な実施枠組みの概要をまと
めた。 
政策ビジョンに関しては、第一回「退耕還林」では生態環境の改善と農村産業の調整
を目的として展開され、「退耕還林」は常に生態を最優先し、水土流失の防止、農村経済の
発展と調整しながら実行する（「退耕還林条例」第 1 条、第 4 条）。第二回「退耕還林」は
いままでの経験を踏まえ、生態環境のさらなる改善とともに、貧困地域での農民の貧困脱
却に焦点を当てている（「新退耕還林（草）規模の拡大についての通知」）。 
計画地域については、第一回「退耕還林」では長江、黄河上流域（中国西部）の全域
において大規模に実施された。その一方、第二回の「退耕還林」は深刻な自然災害のある
山岳地帯での貧困農村の生計問題のある部分生態脆弱区において実施された。 
また、計画実施機関に関しては国から地方まで様々な関係者が参入している。「退耕還
林」は全国環境政策として、全体計画は国家林業局が作成し、省市県林業機関が地方「退
耕還林」実施規定を決定する。また、還林委託を受けた行政代理者である郷鎮政府や村民
委員会が土地請負経営権者（農民）との間で、退耕面積、位置、植林活着率、資金・食糧
補助などについて退耕還林契約を結ぶ。林業機関は植林する農民に対して種苗の提供、林
業技術の指導などで協力し、その成果を検査する役割を果たすことが規定された（「退耕還
林条例」第 9 条、第 13 条、第 27 条）。 
 
「退耕還林」をトップダウンで展開するにあたり、以下の各側面から政策の枠組みが
定められている。 
（1）退耕地の選定：「退耕還林条例」第 15 条によると、「水土流失問題が深刻である
農作地、砂漠化、アルカリ化、石漠化が顕在化している耕地、重要生態機能を有する耕地」
を還林する。実際には、このような土地は「25°以上の急勾配傾斜面耕地」を主として「退
耕還林」を推進した（中国林業局、2003）。 
（2）補助金水準：二回の「退耕還林」の補助金及び補助食糧水準は表 1-3 の通りであ
る。2004 年において政策に参加する農家は現金、食糧、種苗の補助を受け取っており、流
域によって補助水準が異なる。2007 の補助金改訂により、食料条件に基づき、食糧補助か
ら現金へ切り替えられ、実質的な補助金水準は上昇した。第一回「退耕還林」については
流域の差異がなくなり、補助金が大幅に増加した。政策の改善によって、補助金水準も着
実に増加してきたため、参与農家にとって大きなインセンティブと思われる。補助金の支
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払い形式は政策参加初期、育林期、成林検査済み時期などの複数時点の支給形式となって
いる。 
 
表 1-3 二回「退耕還林」で三つの規程による現金・食糧補償等の金額・期間 
（中国国家林業局、2015；山内、2011） 
項目 
第一回規定 
「退耕還林政策措置の更なる改善に関
する意見」(2004) 
「退耕還林政策の整備に関する通知」
(2007) 
地域 長江流域 黄河流域 長江流域 黄河流域 
現金補助/畝・年 20元（約 350円） 20元（約 350円） 20元（約 350円） 20元（約 350円） 
食糧補助/畝 150kg 100kg - - 
種苗補助/畝 50元（約 850円） 50元（約 850円） - - 
新設現金補助/畝 - - 105元(約 1850円) 70元（約 1225円） 
自家用食糧生産耕地補
償金/畝 
- - 600元（約 10500円） 400元（7000円） 
経済林補助期間 5年 5年 5年 5年 
生態林補助期間 8年 8年 8年 8年 
規定 「新退耕還林（草）規模の拡大についての通知」(2015) 
補助水準/畝 1500元＋α（約 25000円） 
内訳/畝 現金補助：1200元；種苗補助：300元；地方補助：α 
年度支払額 
一年目 二年目 三年目 
 
800元（約 13000円） 300元（5000円） 400元（約 6667円） 
 
*畝は中国伝統農業使われている面積単位である；1畝＝1/15ha 
 
（3）樹種：政策において植林された樹種を基に生態林と経済林の二つのグループに分
けられる。生態林は松・杉・ポプラなどの造林樹種（竹を含む）、経済林はリンゴ・ナシ・
モモなどの果樹と茶樹であり、栗、柿、クルミは両方にカウントできる兼用樹種とされて
いる（中国国家林業局、2017）。両方の樹種が植えられるが、政策は生態環境の保全を優先
する観点から、退耕した土地に植える生態林の面積については、県を単位とし退耕還林面
積の 80%以上を確保しなければならないとしている（「退耕還林条例」第 23 条）。初期では
広く生態林が植栽されていた。樹木の種苗も林業局、林業ステーションから現地土質、水
分条件に応じて調達、配分され、郷土樹種が選ばれるケースが多く、農民選択権利がなく
なっていたため、農民の自主性が損なわれると指摘された。二回目「退耕還林」について
は、農村経済成長を重要視とする一面が存在するため、生態林と経済林の比率は地方政府
によって柔軟的に運用され、農民も自主的に種苗を選択可能になった。 
（4）森林権利：退耕還林政策の実施とともない、森林にめぐる権利改革も進んでいる。
中国の森林権利は所有権（占有、処分）、使用権（使用、収益）、請負経営権（林業総合経
営など）に分けられている。林地の所有権は国家と集体に所属し、森林の使用権、請負経
営権は農民個人に任されることになり、最大限に農民の自由森林経営を保障していた。だ
が、農民の森林活動（利用変更、荒廃回収、経営年限、伐採許可など）にまだ制限が設け
られる。退耕還林の林木と林地は非公有林として、基層経営主体は個人的主体（すなわち
傾斜地の農地の所有者）である（平野、2005；王、2013；北川、2010）。また、2008 の改革
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法案から林地使用権は農民(70 年の使用期間、期間満了後も延長・相続・移転できる）であ
り、林木所有・経営・収益権は農民の林権法案で明確化され、退耕農民に対して「森林権
利証」が発行されるようになった。また、「退耕還林条例」により、所有する森林が補助期
間満了後、生態機能を破壊しないことを前提に、林木を適度に伐採することが可能である。 
（5）その他：初期「退耕還林」は間作行為が禁じられ、2007 年後では植生を破壊せず
にマメ類などの間作が可能になった。また、「退耕還林」に参加する農家を対象に農業税の
減免措置の事項も定められ、農家の参加を促進するもう一つのインセンティブになってい
るいると考えられる（2006 年から中国全国農業税が廃止されたため、農業税に関する項目
が取り消された）。 
 
1.1.4 「退耕還林」政策の成果 
 「退耕還林」は 1999 年の試行からおよそ 20 年間実施され、長期的に国家財政に依存
する大掛かりなプログラムとなっている。1999 年から 2003 にかけての初期期間の累計投資
額は 394.54 億元であり、対象となった農家数は 1885 万戸である。その期間の植林面積は
1333 万 ha（全国の農地面積の約 5%）に達した（中国国家林業局,2005）。2009 までの累計
投資額は約 1934 億元にのぼり、およそ 3252 万戸の農家が対象者となっていた（国家統計
局、2010；張、2009）。金・薮田（2017）によると、「退耕還林」の評価については、森林
面積の復元と農民所得の向上の二つの視点から考える必要があると述べている。 
 森林面積の復元に関し、中国の森林面積の変化を図 1-1 に示す。図 1-1 によると、1984
年まで中国の森林面積は徐々に減少し、1984 年では全国の森林被覆率は最低値の 11.7%で
あった。この時期から中国の森林面積が緩やかに回復し、1999 年から（「退耕還林」政策の
試行開始）森林面積が急増し、1999 年の 14983 万 ha から 2006 年 18799 万 ha に増加し、2006
年の森林被覆率も 20.3%に回復した。「退耕還林」が拡大、展開された時期であり、「退耕還
林」の森林回復の効果が非常に顕著であると考えられる。 
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図 1-1 中国における森林面積と森林被覆率の変動（1974年－2015年） 
注：データ出所：FAOSTAT より（http://faostat3.fao.org/download/R/RL/E，2018-10取得）．なお，森林被覆率は，
森林面積の河川を除く国土（land area）に占める割合である．図中，1988 年以前の森林被覆率は，中国森林調査（第
1 次～第 3 次）のデータによる移動平均法で計算された。 
 
 農民所得の向上に関し、農村家庭の一人当たりの年間収入の変動を図 1-2 に示す。農村
家庭の年間収入は 2000 年の 2253.4 元から 2014 年の 6916.4 元に一貫して増加してきた。一
方で、農民の所得が増え続けているが、その内訳については、農業経営所得に比べ、移転
所得（譲渡収入の補助金、救済金など）の割合の増加も際立つ。「退耕還林」の補助金、農
業補助などが農家収入に対する影響は大きいと示されている。 
 
図 1-2 1994－2015年中国農村家庭一人当たりの収入変動（金・薮田 2017） 
 
 したがって、政策の巨大な国家資金の投入と林業期間、参与者の活動により、「退耕還
林」は大きな成果を成し遂げたと思われる。 
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1.2 既往研究と本研究の位置づけ 
 これまで、「退耕還林」の評価については、森林復元の効果を分析し、その生態環境価
値を捉える研究が主流となっている。それに対し、「退耕還林」政策の農村地域への産業、
経済影響については、政策が参加農家の経営、収入への影響を分析する研究（西野ほか、
2008；Peng et al., 2004）、政策実施後の農村産業構造の変化を扱う研究(鬼木ほか、2007；佐
藤ほか、2012)、政策実施後の農村地域の労働力変動を分析する研究（Uchida et al. , 2008、
山内、2011）があげられる。農家個体に着目する事例調査を基に「退耕還林」参加農家の意
向、経営行動の課題を明らかにした研究もある（向・関、2002；向、2006)。また、地域機関
の施策に関しては「退耕還林」を展開するにあたり、地方財政などの資源の働きに着目し
た研究が行われてきた（邵・何、2010；馬・付、2011）。これらの研究では「退耕還林」の
農村における地域実践において官や民のいずれかの側面を取り上げたものである。しかし、
政策の全体的な地域実践プロセスにおいては多くの主体が協働している実態がある。各主
体の施策方針と思想、特に重要な農民の経営行動と森林に対する意識を含めた施策実態と
課題は未だに分析に及んでいない。 
 政策の地域実践にあたり、行政機関（郷・鎮、村）、林業機関（林業局）、農民のその
三つのステークホルダーが参与することが不可欠であると本研究では考える。「退耕還林」
を持続的に実施するにはこの三者の協働仕組みづくりが必要とされている。地域特性や地
域ニーズに立脚し、各関係者の方針や思想と利害関係の実態を解明することが政策の順調
な展開に寄与できると思われる。 
 一方、「退耕還林」政策のような国家プロジェクトは少なくとも全国１億人の農民を動
員させた（余・柴崎、2005）。農民が「退耕還林」に参加するという経済的行動を通じ、生
産様式の転換することにより、結果的に国や地域に水土保持、流域保全などの生態系サー
ビスの環境公共財を提供している。この行動は農民にとっては大きな環境外部性がある。
経済的合理性だけは農民が「退耕還林」を長期的、持続的に参与していくことを説明でき
ないため、農民の経営行動と森林に関する意識の把握が必要であると思われる。 
「退耕還林」が実施されてから中国農村経済も著しい速度で成長しており、農業作物生
産率の向上、「退耕還林」林地成林後の伐採や収益、森林観光業の発展とインフラの整備な
どと伴い、こうした長期的な政策を実施してきた現在では政策の再評価が必要がある。そ
のため、本研究ではまず「退耕還林」政策に関わる行政や林業機関の施策実態と各主体の方
針や傾向、課題などといった一体的な地域実践の視点から政策を評価する。また、植林の
主体となる農民に焦点を当て、農民は「退耕還林」政策の参加によってどのような経営行動
を取っていくのか、諸要素を考慮した森林に対する意識構造は何であるを明らかにするた
め、農家経営行動と森林意識を調査し、農家の視点から政策を考察する。本研究の全体の
分析構造は図 1-3 に示している。 
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図 1-3 本研究全体の分析構造 
 
 
 
1.3 研究目的 
 そこで、本研究は「退耕還林」を実施している農村地域を事例として、①「退耕還林」
の実施プロセスと、各主体の施策方針や思想と課題を把握することと、②政策が農家の経
営行動に与える影響と農民の森林に対する意識構造を分析することの 2 点を目的とする。
それを踏まえ、「退耕還林」の施策の方向性を提言する。 
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第二章 対象地域及び研究方法 
2.1 対象地域 
 本研究は「退耕還林」が実施されている貴州省の農村地域を研究対象地域とする。 
 
2.1.1 貴州省の概況 
 石井・山本（2003）によると、中国南西部、長江上流域に位置する貴州省の 74%はカ
ルスト地域であり、省内の主要河川の烏江も長江上流の南岸から入る重要な川である。地
域の母岩は炭酸塩岩で、化学風化による土壌生成が少ないため、カルスト特有の脆弱な土
壌を形成しやすく、いわゆる生態脆弱区（Ecological Vulnerable Area）となっている。貴州
省は北回帰線の北方面、冬季にモンゴル高原やシベリアから南下した寒気がしばしば流入
し、最寒月である１月の平均気温が 12℃であり、一般的に亜熱帯に属することになる。一
方、暖候期には西太平洋や南シナ海赤道域あるいは南西ベンガル湾から暖かく湿った気流
が流れ込むために多雨の気候となり、ケッペンの気候区分で分類すれば温暖湿潤気候と温
暖夏雨気候である（高橋・山田、2003）。気候と地形条件により、貴州省の天然林は常緑と
落葉広葉樹混交林であり、原生針葉樹林ではスギ、バビショウ林；原生広葉樹林ではブナ
科、クスノキ科、モクレン科、ツバキ科などが広く分布している（貴州省林業局、2008）。 
 
図 2-1貴州省の地理位置、カルストの分布と主要都市 
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図 2-2 貴州省の地形概況 
上図：DEMによる貴州省の標高図；下図：貴州省の傾斜角分布 
 
 貴州省における石灰岩を基盤とする地域では石灰岩地帯特有のカルスト地形が特異な
景観を形づくっている（図 2-1）。省内では起伏山地が広く分布し（図 2-2、峰叢状地形）、
特に急峻な斜面で囲まれた閉鎖形盆地は住民の食糧生産の場ともなっている。そこでは河
川水を利用した稲作栽培が行われ、畑作、野菜栽培も広く見られた。しかし、建国後に人
口の膨らみと都市化により、住民は急な斜面地を利用した効率の悪い農業生産を余儀無く
されていた。図 2-3 のように、実際に斜面地では森林を切り開き、トウモロコシの栽培や、
草地として山羊と牛の放牧に供される場合が多く、森林は斜面上部のごくわずかな面積に
薪炭林として残されており、徐々に森林が減退してきた。その結果、耕作地の内訳（表 2-1）
をみると、傾斜面における耕地の比率が 9 割以上を占め、25°以上の急勾配傾斜面の耕地比
率が 17.9%となっており、相対的に高い割合いであると考えられる。 
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図 2-3 貴州省農村地域における傾斜面耕地の様子（撮影：筆者） 
左図：急峻な傾斜面の開墾とトウモロコシの栽培 
右図：小型丘陵山地における開墾とトウモロコシの栽培 
 
表 2-1 貴州省耕地の分布内訳（貴州省林業庁、2003） 
耕地面積 
平坦地 傾斜面 
全省 
2°以下 2°～6° 6°～15° 15°～25° 25°以上 
面積(千 ha) 230.9 545.7 1625.2 1342.2 818.5 4562.5 
比率(%) 5.1 12.0 35.6 29.4 17.9 100.0 
 
このような斜面における開墾、放牧、火入れ、伐採などの繰り返しにより、風化の進
んだ基岩の上に薄く堆積している表層土壌が流出し、土層が残存している斜面でも土層が
30cm-40cm しかなくなった。表土流出後は岩石だらけの不毛な地、いわゆる石漠化問題が
深刻になっており、農民の生活も貧困の窮地に陥っている（大久保・西尾 2003）。 
 
2.2.2 貴州省における「退耕還林」の実施状況 
 貴州省の「退耕還林」の施策状況、課題、成果を得るために、貴州省の林業最高機関
である貴州省林業庁へのヒアリング調査を実施した。 
 中国政府が貴州省の上流生態条件と経済条件を配慮し、2003 年から「退耕還林」の重
点実行観測地域とされた。貴州省林業庁のヒアリング調査によると、2003 年においては、
貴州省が伝達された計画造林面積 520 万畝（「退耕還林」260 万畝と「荒山造林」260 万畝）、
全国の約 1/10 を占めている。また、2003 年では貴州省が支給した食糧は 62972 万 kg に達
し、支給された現金補助は 6455 万元である。貴州省は重大な還林任務に対し、速やかに対
応し、2003 年においては合格苗木 18.1 億株を生産し、林木のニーズを満たしていた（張、
2004）。 
 第二回「退耕還林」については、貴州省林業庁が 2015 年に企画し、2016 年から実施し
た。2016 年以降の新「退耕還林」においても、貴州省も依然中心地域とされ、中央から莫
大な資金サポートを受けている。2017 年全省「退耕還林」計画 350 万畝、中央投資 14 億元
という結果である。計画面積の算出根拠は、省内の山岳地帯、貧困地域と重要な水源地が
中心であり、それを配慮して各市県林業機関に委託された。また、貴州省の農村生活の変
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容、貧困脱却と経済成長政策が同時に展開している。 
 森林回復面積については、中国国家林業局（2001～2016）の統計データに基づき、貴
州省の森林被覆面積の推移を図2-4のようにまとめた。貴州省の森林面積は2000年から2015
年にかけて一貫して増加する傾向が確認された。森林面積は2000年の5.41×106 haから2014
年の 8.63×106 ha まで激増し、全省森林被覆率は 49%に達した（全国平均被覆率の 20.1%を
上回っている）。特に 2002 年から 2005 にかけての「退耕還林」政策の展開、拡大時期にお
いて、「退耕還林」による森林復元の効果が大きいとみられる。その後の停止時期（2006 年
～2011 年）と再拡大時期（2012 年～2015 年）を経て、現在の政策に至った。したがって、
「退耕還林」は貴州省の森林復元においては重要な役割を果たしていると考えられる。 
 
図 2-4 貴州省森林被覆面積と年間森林造成面積の推移 
  
 農民の収入変動に関しては、中国国家統計局（2004、2016）の統計データに基づき、
貴州省の農村家庭可処分所得の変動と構成は図 2-5 のようにまとめた。図によると、貴州省
の農村家庭収入は 2003 年の 1489.91 元から 2015 年の 7387 元に増加した。その内訳をみる
と、賃金型所得（雇用収入）と譲渡所得（補助金収入）の割合が大きくなっていることが
確認された。つまり、「退耕還林」などの実行によって、農村住民の家庭収入が大きく転換
し、副業や出稼ぎなどの非農業職業に従事する農民が増加したと考えられる。なお、補助
金などの譲渡所得が農民の収入のうちでも無視できない部分となっているため、全省レベ
ルで「退耕還林」の補助事項が農家経済へ大きな影響を与えていると考えられる。ここで
注意すべきのは全省農家平均の所得に対し、特定のグループ、例えば「退耕還林」農家の
所得変動、土地増減、産業状況などに関するデータは不明であり、それを明らかにするた
めの参加農民への事例調査が必要がある 
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図 2-5 2002と 2015年の貴州省農村家庭可処分所得の変動と構成 
2.3 調査方法 
 本研究が着目した「退耕還林」の地域実践、農家の経営や森林意識に対し、文献調査、
ヒアリング調査とアンケート調査の三つの手法を用い、調査を実施した。調査項目と調査
方法の対応関係は表 2-2 のように示している。 
 (a)まずは文献調査を通して貴州省の森林環境、「退耕還林」の展開状況、課題、対策や
成果を明らかにした。その上で、政策に関わる各レベルの行政機関（郷鎮、村）と林業機
関（省林業庁）それぞれに対してヒアリング調査を実施し、「退耕還林」の地域実践の実態
や特徴、各ステークホルダーの参与状況、協働体制の課題などを把握した。それに踏まえ、
行政、林業、農民三者が相互作用を考慮した理想的な施策仕組みづくりを提示する。 
 (b)植林主体である農家に対する家計アンケート調査を実施し、政策の参加することに
よって農家の土地、作物、職業、所得の変動及びそれに影響する要因を考察した。 
 (c) そして、現在農家の森林、林地、林木や政策に関する様々な意識を把握するために、
「退耕還林」参加農家に対して意識アンケート調査を行った。諸意識の相互関係について
考察した。 
 (d)以上の結果と議論に基づき、総合考察を行い、今後「退耕還林」施策の方向性を提
示した。 
表 2-2 本研究の調査項目と用いた調査方法 
調査項目 調査方法 
「退耕還林」の地域実践の実
態 
・貴州省の森林環境、「退耕還林」の展開状況、課題、成果などの文献調
査 
・林業機関：貴州省林業庁「退耕還林」担当者に対するヒアリング調査 
・行政機関：郷鎮政府管理者に対するヒアリング調査 
・行政機関：実施農村の村民委員会担当者に対するヒアリング調査 
「退耕還林」が農家経営に与
える影響 
・農家の土地、作物、職業、所得に関する家計アンケート調査 
農民の「退耕還林」に対する
意識 
・活動参加農民の植林、林地、森林に対する意識態度アンケート調査 
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第三章 貴州省「退耕還林」の地域実践の状況把握 
3.1 調査各村の施策概況 
 「退耕還林」実施状況をより全面的に把握するために、国土、人口、「退耕還林」され
た耕地面積、林業成長度合い等の条件が異なることを考慮して桐木嶺村、翁岩村、小山村、
呉家寨村四つの実施農村で現地調査を行った。各農村の国土、人口や経済状況は表 3-1 にま
とめた。また、各農村の地理位置は図 3-1 に示している。 
 
表 3-1 調査各農村の国土経済状況 
（－は当年度は「退耕還林」未展開） 
農村 桐木嶺 翁岩 小山 呉家寨 
区域 貴陽市花渓区 貴陽市小河区 貴陽市花渓区久安郷 六盤水市鐘山区 
人口 
2003年 614戸 2459人 204戸 928人 291戸 1190人 約 2200人 
2012年 672戸 3630人 210戸 1312人 422戸 1850人 約 4000人 
面積/km2 
 
15.39 3.7 4.95 17.5 
耕地面積（2003年）/
畝（1/15ha） 
2175 約 900 847.5 約 2000 
斜面耕地率（2003年） 23.30% 未取得 27.88% 約 40％ 
森林被覆率（2003年） 約 50% 未取得 42.3% 20％台 
一人あたり耕地面積
（2003年）畝/人 
0.885 0.970 0.712 0.909 
「退耕還
林」面積/
畝 
2003年 約 157 - 約 70 約 106 
2015年 - 約 115 約 350 約 113 
（データ出典：「貴州省人口年鑑」（2005 年）、「花渓区統計年鑑」（2007）、桐木嶺・小山村民耕地管理簿、筆者の現地調査により作成） 
 
図 3-1 調査各農村の位置（GoogleMapにより作成） 
 
 3.1.1 桐木嶺村（A 村） 
 桐木嶺村は貴州省中部にある省都貴陽市花渓区の近郊に位置する集落である（図 3-2）。
桐木嶺村の特徴としては、平坦地が相対的に広い。全村で 2175 畝（145ha）の耕地があり、
そのうちの約 1668 畝（111.2ha）の土地が平坦であるため、イネ、野菜を栽培する農業が盛
んである。一方、村から主要市街区には高速道路などが連絡し、交通便利の点もあげられ
る。したがって、桐木嶺村では優良農地や良質の農業用水などの農業資源が確保され、農
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業人口が増加しつづけいている。 
 桐木嶺村では 2003 年だけに「退耕還林」政策が導入された。数年の造林活動によって、
村内の約 157 畝（10.5ha）の傾斜面耕作地が還林された。一方、全ての傾斜面においてトウ
モロコシの栽培が禁じられた。活動によって栽培された樹種は、バビショウ、コノテガシ
ワなどの用材林（生態林）種とりんご、梨、さくらんぼ等の果樹（経済林）である。 
   
図 3-2 桐木嶺村の位置と様子 
左：桐木嶺村の位置（GoogleMapにより作成） 
右：桐木嶺村の稲作と傾斜面の風景(場所 a) 
 3.1.2 翁岩村（B 村） 
 翁岩村は貴陽市花渓区の近郊に位置しており、花渓区の市街区から 20 分程度離れた場
所にある農村である（図 3-3）。翁岩村の管轄する土地面積は少なく、約 900 畝（約 60ha）
の耕作地がある。また、人口も相対的に少ない。2007 年から貴陽市が建設した小孟工業施
設園の範囲に入り、多くの土地が市から買い取られ、工業園の用地として利用された。な
お、多数の自動車、機材工場がある工業園は積極的に周辺地域に雇用機会を提供し、村民
が工業園で働く事例も少なくない。 
 翁岩村は 2015 年の第二回「退耕還林」計画に組み込まれ、傾斜面の約 115 畝（7.67ha）
が植林され、用材林のトチュウ、コノテガシワと果樹のミカン等が栽培された。ミカン産
業が農村の新たな産業の一部となり、今後は林業生産品の産出も期待される。 
   
図 3-3 翁岩村の位置と様子 
左：翁岩村の位置（GoogleMap により作成） 
右：桐木嶺村の稲作と傾斜面の風景(場所 a) 
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 3.1.3 小山村（C 村） 
 小山村は貴陽市花渓区久安郷に属し、貴陽市の南西部に位置する（図 3-4）。貴陽市中
心部から 30km 離れ、山道を通り続けないと、たどり着けない村落である。小山村が所在す
る区域は貴陽市の重要な用水源である「阿哈水庫」の上流域にあたるため、現在は一級重
要水源地として森林が保護されている。過去には久安郷で石炭採掘業が発展したが、「退耕
還林」政策等の生態環境保全政策を契機として、全郷では経済成長構造の転換を実現した。 
 2003 年には小山村は花渓区の「退耕還林」計画に判って、約 70 畝（4.67ha）の耕地を
林地へ返還した。最初は農民の増収を目当てに、香辛料の花椒樹が植林されたが、不良苗
木、土壌条件に対する理解不足、保育の知識の不足により、多くの花椒樹が成育不良とな
り、農家の生活と将来の経営に悪影響を及ぼした。それに対して郷政府から資金が投入さ
れ、モクセイ、バビショウ植林に切り替えることが成功した。 
 2010 年から、久安郷（各村）では「退耕還林」政策を活用し、現地の状況に応じ、茶
樹、油茶樹等の栽培を導入し、極めて大規模な茶樹林栽培基地を築き上げた。現在、全郷
で約 20000 畝（1333.3ha）以上の茶樹が栽培され、茶産業は当地域の重要な経済的支柱とな
っている。小山村の事例は農村林業の成長と農民の増収の点から、他の村と比較して先進
的な事例であると考えられる 
 
 
図 3-4 小山村の位置と施策林の風景 
上：小山村の位置（BaiduMap により作成） 
下左：小山村の稲作と傾斜面林の風景(場所 a)下右：久安郷で栽培された茶樹（古茶）（茶樹 b） 
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 3.1.4 呉家寨村（D 村） 
 呉家寨村は貴州省西北部の六盤水市鐘山区の郊外に位置する農村である（図 3-5）。村
から市街地には車で 2 時間がかかる。1970 年代から人口が増え続けてきた。また、地形条
件としては、呉家寨村は東北西三面を急峻な山岳で囲まれた閉鎖盆地に立地し、盆地と急
傾斜面を開墾した農地で耕作が営まれている。悪い交通条件と土地条件により、2000 年頃
には貧困農村の問題が現れた。 
 呉家寨村では 2005 年に本格的に全域において「退耕還林」に取り組んだ。「退耕還林」
実行以前に平坦地と急斜面における主な作物はトウモロコシと大豆であり、耕地面積は
2000 畝（133.3ha）であった。2005 年に斜面耕地の中の 106 畝(7.06ha)が「退耕還林」用地
に設定された。村長からの聞き取り調査によると、全村の還林面積が地方自治体（市、区）
から各村に配分され、各村は面積ラインを満たす斜面地を選定した。樹種に関しては、地
方林業局から配分された銀杉（Cathaya argyrophylla，マツ科カタヤ属）、竹の苗木が植えら
れ、成長速度の速さと土壌保持機能に配慮したものと思われる。 
 2016 年に第二回「退耕還林」を展開し、呉家寨村では 113 畝(7.53ha)の面積を設定され
た。今回の樹種は経済利益が重要視され、主にヒッコリー（山核桃、Carya cathayensis、ク
ルミ科ペカン属）とシナグリ（甘栗、Castanea mollissima、ブナ科クリ属）が栽培されたが、
現在はまだ経済利益が出ていない状態である。今後村の「農家楽」ツーリズムの企画とと
もに 3～5 年成林後の成熟林が生産されるナッツ販売に新しい収益がもたらされることが期
待されている。 
   
図 3-5 呉家寨村の位置と植林の様子 
左：呉家寨村の位置（GoogleMapにより作成） 
右：傾斜面開墾跡地に植栽された銀杉の風景（場所 a） 
 
3.2 行政、林業機関の関与状況と特徴 
 3.2.1 「退耕還林」地域実践のプロセス 
 まず、「退耕還林」の地域実践のプロセスにおいて行政機関（郷鎮政府、村民委員会）、
林業機関（林業庁・局）、農民が担当する業務、作業を把握するために、先行文献調査及び
各級関係者機関に対するヒアリング調査に基づき、「退耕還林」の実施流れ図を作成し、図
3-6 のように記した。 
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図 3-6 各主体の「退耕還林」の実施プロセス図 
 
 3.2.2 貴州省林業庁（林業機関）の関与状況と特徴 
 2018 年 8 月に貴州省林業庁「退耕還林」弁公室の担当職員に対して、電話談話式でヒ
アリング調査を実施した。この回答から林業機関の施策の役割と特徴の概要は表 3-2 の通り
となっている。 
 貴州省林業事業の運営主体である貴州省林業庁は「退耕還林」の目標達成、面積区画、
苗木提供、技術指導と成果審査など多様な役割を担っている。林業庁の施策に関しては、
いくつのか特徴があった。まずは林業庁は国からの依頼により、成林率、面積などの目標
の達成を機関のミッションとして位置づけて推進していることから、国家から政治的責任
が活動の駆動力となっていると思われる。一方、生態的な利益を重視し、「退耕還林」を生
態保全政策として解釈し、現地事情を考慮し、それを展開している。具体的な表現として
は、条例規定（8 割以上では生態林を植栽する）に従い、なるべく現地の実情に合わせた生
態林の苗木を調達したが、各郷鎮の要望に対し、果樹などの経済樹種の栽培も行ってきた。
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実際に調達された経済樹種は 2 割を上回っていたという。また、省内の山岳地帯、重要水
源地に偏る植林面積の配分も生態重視の一面としてあげられる。 
また、林業庁の施策の課題点としては、農民の森林施業意識が希薄化し、造林成果の
低下に繋がる事態に対する対策が挙げられる。一部の村では多くの面積目標を取得したが、
農民の林木の保育と管理の不足により、それを達成できない問題を抱えていた。 
表 3-2 貴州省林業機関の役割と特徴 
項目 内容 
担当機構 林業庁「退耕還林」弁公室 
役
割 
植林前 
・施策の制度、システムづくり；具体的な施策案を作成 
・市県林業局に正確に伝達 
・指標面積の配分 
・林業規定に従い、現地の行政とともに、傾斜面の確保、測量など作業を実施 
植林中 
・種苗の生産、提供及びそれらに対する資金調達 
・植林する農民に対する植栽、施肥、下刈りなど林業技術指導 
植林後 
・市県級林業機関は毎年検査を行う；国や省級林業機関は三年目後の段階性サンプリング
調査を行う 
・二・三年目検査：各村の面積の確認、合格面積、管理状況の把握 
・四年後検査：面積維持状況、林小班ごとの林木鬱閉度、被覆率、成育率による成林状況
の確認 
・成果の集計と報告及び補助金などの交付 
位置づけ 長江上流域の流域生態環境の保全 
施策方針 標準化政策 
利益追求 長期的利益、生態的利益 
駆動力 政治的圧力 
行動事例 
・条例に従い、生態指標を優先し、主に生態林木の調達 
・省内山岳地帯、重要な水源地へ傾き、優先に面積配分 
・成林地を利用し、森林観光、民族文化と製品生産の価値に期待 
 
 3.3.3 郷鎮政府の関与状況と特徴 
 2018 年 8 月に「退耕還林」実施地域の小山村が属する久安郷政府の林業科担当者に対
して直接対面式でヒアリング調査を実施し、久安郷政府の政策関与状況と特徴を把握した
（表 3-3）。 
郷鎮政府は行政体制の末端であり、「退耕還林」の代理者という特徴を持っている。「退
耕還林」の成果と生態環境の改善は政府の業績に直結しているため、郷鎮は総じて積極的
な態度があると思われる。一方、郷鎮政府は地域経済成長と住民生活水準の上昇の任務を
遂行すべきである。地域発展を図り、「退耕還林」政策内容を解釈し、それを組み合わせた
新しい実践を試みる必要があると考えられる。例えば、久安郷は「退耕還林」を活用し、
大規模茶樹と油茶樹の栽培を実現した。また、郷鎮政府は農村集団経済組織と農民による
投資を主として設立された郷鎮企業に積極的に林業経営に関与させ、同企業は成林後の森
林生産品の市場化と販路拡大に大いに寄与している。久安郷の緑茶など生産品は域内で設
立された「貴茶株式会社」に提供し、一体化された茶製品のサプライチェーンが築き上げ
られた。他の地域でも果物などの森林製品を扱う経営組織が見られている。 
 政策の実施中の問題に関して、郷鎮政府は住民によるリスクや責任を負い、地方財政
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にも大きな影響を与えうると考えられる。久安郷の事例のように花椒の成育不良林に対し、
郷政府自らバビショウ、モクセイ植林資金を調達することとなり、郷の地方財政に大きな
打撃となった。 
表 3-3 久安郷政府の役割と特徴 
項目 内容 
担当機構 郷政府林業科担当者 
役割 
植林前 
・「退耕還林」指標面積の申込みと財政申告 
・「退耕還林」指標面積の獲得 
・「退耕還林」面積をさらに各村に配分 
・地域の「退耕還林」実施案、森林経営要綱を作成 
・活動の宣伝、住民動員 
・林小班の計画 
植林中 ・活動参加農民の情報開示と報告 
植林後 
・農民の森林生産品の市場化へ協力 
・林業経営のために、郷鎮企業の関与を促す 
位置づけ 地域経済を刺激する農業政策 
施策方針 地域産業発展 
利益追求 経済成長利益、財政利益 
駆動力 業績の駆使 
行動事例 
・面積指標は財政に関係したのため、他郷と常に取り合う 
・部分面積の花椒及び茶樹基地は郷内議論で決定し、地域経済成長に寄与 
・郷鎮企業の積極的関与 
・成育不良林地に対し、郷政府自らバビショウ、モクセイ植林資金募る 
 
 3.3.4 村民委員会の関与状況と特徴 
 2017 年 9 月に「退耕還林」実施地域の呉家寨村の「退耕還林」担当者に直接対面式で
ヒアリング調査を実施し、呉家寨村村民委員会の政策関与状況と特徴を把握した（表 3-4）。
また、農家に対する調査内容の一部が補足となっている。 
 村民委員会（以下、村委会）は日本の町内会のように村の住民組織であり、地縁組織
や親縁関係が中心となり形作られる農村管理組織である。村民委員会の施策内容としては、
郷鎮政府からの指標面積を農家に指定、契約の締結、現地の林小班の選定、測量や林業局
の森林保育ノウハウを農民に伝達するなど農民に最も近い位置で政策を推進する役割を果
たしている。また、村委会は農民の自治組織となり、住民の合理的な利益の共同体である。
そのため、村委会は政策実践する際に、政策をうまく住民に納得してもらうように最大限
に農民の実態と生活（特に経済面）に気を配り、農民の視点と知識から政策を解釈してい
る立場があると思われる。その事例として経済樹種の要求、金銭面の強調、路端斜面の選
択があげられる。 
 村委会の施策課題としてまず、親縁地域においては農民の意見が伝えにくくなる問題
が指摘された。一方、各村が連携なく単独で「退耕還林」を実施し、造成された森林は断
片化、零細化する傾向を示し、より一体化な植林のためには各村の連携が不可欠であると
考えられる。 
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表 3-4 村民委員会の役割と特徴 
項目 内容 
担当機構 村民委員会担当者 
役割 
植林前 
・農民意欲の聴取 
・活動宣伝と動員 
・退耕農家の決定 
・参加農民と還林請負契約書と責任書の締結 
・退耕地の選定 
・林業機関調査員とともに林小班の現地考察、測量、決定 
植林中 ・農民に対する森林保育ノウハウの伝授 
植林後 
・本村造林成果の報告 
・林業機関の検査に協力 
位置づけ 国家が実施する「恵農政策」（農業、農村、農村に優遇政策） 
施策方針 住民福祉最大化 
利益追求 住民経済利益 
駆動力 親縁関係 
行動事例 
•宣伝の際、政策の補助金、農業税軽減等の金銭面を強調 
•還林地が道路周辺に分布し、「メンツ工程」となってしまう 
•農民に多く収益をもたらすために、経済樹種を要求し、果樹栽培を試みた 
•規定に反した間作現象を無視する 
•農民と共謀し、柔軟に検査に対応する 
 
3.4.4 政策の地域実践の体制に関する考察 
 現地調査に基づき、「退耕還林」政策の地域実践において林業機関、行政機関（郷、村）
と農民が組成する施策体制の現在の課題点と今後の責務が表 3-5 のように記している。 
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表 3-5 「退耕還林」地域実践の各関係者の課題点と責務 
主体 
「退耕還林」に求め
ること 
現在関わり方の課題 今後のあるべき姿 
林業庁・
林業局 
（運営） 
①事業としての生態
収益 
②全国的なよりよい
環境評判 
③政治的業績評価 
①規定に遵守し、各地現状に合わない場合
がある 
②現場で林業技術の指導、教授が不十分 
③森林経営を現地行政、住民に丸投げ、林
業機関の関与はほとんど無し 
①地域行政と協働し、現地土地概況な
ど調査を強化 
②植林から林業経営にかけて一体的
な運営管理 
郷鎮政府 
（活用） 
①地域産業転換と経
済成長 
②政府の業績評価 
①長期的な林業生産、経営に住民からの理
解を得る努力が不足 
②離農、職業転換に対する支援が不足 
①公開的に農民意見を聞き取り、地域
に適している経済成長ルートを企画 
②林業以外の生産様式への支援を実
施 
村民委員
会 
（推進） 
①住民の福祉最大化 
②直接的な経済効果 
①政策の金銭面を強調するにより、本来政
策の意義の伝達が不足 
②親縁関係の働きかけが利益関係複雑化の
一因（退耕地の選定など） 
③村間事業の連携性がないため、成林が小
規模で分散化、零細化 
①活動に関し、生態公共性と経済収益
性の両面をバランスよく説明、農民の
植林意識啓発 
②定期的に正確に情報開示、政策の公
平性を保つ 
③周辺地域との連携強化、造林の効果
を最大化 
農民 
（植林） 
①家計の安定、生活
水準の向上 
②十分な所有土地 
③作業負担の軽減 
④または無関心 
①政策に受動的に参与、そのビジョンに対
する理解不足 
②各自の意見が集約しないまま、独自のニ
ーズを主張 
③近縁地域においては意見を言い難い一面
がある 
④林業生産品の市場化はまだ不十分 
⑤森林施業意識の欠如により成林の質が低
下 
①正確に政策の目標を認識、持続的で
長期的に造林活動を参与 
②関係農民や植林者、必要な範囲で意
見を集約、それを村の施策に反映 
③林業知識を学習、運用し、所有森林
の利益の向上に努める 
 
 各主体へのヒアリング調査及び農民へのインタビュー調査の結果を基に、現在行政、
林業や農民の各主体が作られている実践体制では以下の課題点が存在していると考えられ
る。まず、「退耕還林」に関する情報や意見交換の不足により、政策に対する認識が異なっ
ている。林業機関は長期生態利益を追求している一方、行政や農民が地域経済成長と家計
改善を求めている。第二、植林から林業経営事業の各主体の連携が不十分である。具体的
には、林業機関は現場で林業技術の指導が不足しており、成林後の経営にはほとんど参入
してない現状であるため、森林成育不良や地域林業収益の低下につながる恐れがあると思
われる。また、行政機関の間の連携計画がなく、独自に施策を進めることで、成林が小規
模で分散化や零細化の傾向が見られる。第三、農民の環境保全意識と林業知識の不足であ
る。植林する農民は受動的に政策に参加するため、流域環境保全への理解が不足し、植林
知識や技能の欠如により、植林や営林に怠けることが多く発生され、政策の成果に大きな
影響があると考えられる。 
今後の更なる効果的な施策に向かって諸課題に対して現存協働体制を改善する必要が
ある。まずは官民両方の情報共有の場を設置することである。現存の行政、林業機関から
一方通行的に要求を投げる体制を改善し、三主体が公平的に意見交流できる場を設ける。
それぞれ主体の要望と現地状況に応じ、還林面積、土地の選択、樹種を決定する。なお、
農民へ定期的に正確に情報開示、政策の公平性を保つ。第二、各主体間の連携、協力の強
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化である。林業機関や農民とも行政機関の地域成長プランに参画し、それに適する林業発
展と経営計画を作成し、林業機関が優良苗木の調達から林業製品の市場拡大などを支援す
る。また、行政機関の間の連携強化し、より一体化、集約化される植林事業仕組みの構築
が重要であると思われる。第三、農民に対する林業ノウハウ学習と意識啓発を行うことで
ある。「退耕還林」展開する際に、農民に向けて集中説明や学習する機会を設け、政策の生
態公共性と経済収益性の両面をバランスよく説明し、農民の植林意識啓発を図る。植林活
動についても林業機関から定期的な研修に加え、専門家の派遣などが農民の林業技能の向
上にとっては有効であろう。 
 
3.5 まとめ 
本章では、貴州省の「退耕還林」実施農村における現地調査に基づき、「退耕還林」の
施策実態を明らかにした。各村が「退耕還林」政策を活用し、現地実情に照らして果樹栽
培、茶産業の拡大、農村観光など多様な実践に取り組んでいることが明らかになった。ま
た、「退耕還林」の地域実践においては、政策に関わる各関係者の役割と特徴を把握した。
林業庁は活動の運営・指導の立場を立ち、政治的な責任と生態重視の傾向を示している。
郷鎮政府は政権末端代理者と地方利益追求者である中間位置にあるため、地域の経済成長
に向かって農村の林業に関する新たな実践を試みた。この中には久安郷のように茶産業が
繁栄する先進事例が見られている。村民委員会は農民に最も近い位置で政策を推進し、権
威性政策に対する解釈が重要となっている。林業、行政、農民三者が参加する現存の施策
体制は多くの課題が存在している。各機関、主体の役割、責務を理解し、組織間の連携、
協力強化、情報開示の更なる改善、農民に対する林業ノウハウ学習と意識啓発などを考慮
する協働制度の構築は今後のより効果的な施策にとって有益であると考えられる。 
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第四章 「退耕還林」が農家経営への影響把握 
4.1 農家に対するアンケート調査の概要 
 本研究のアンケート調査は二回実施した。2017 年 9 月に呉家寨村において第一回アン
ケート調査を行い、それを踏まえ、2018 年 8 月に他の三つの実施農村において第二回目ア
ンケート調査を実施した（表 4-1）。第一回調査は「退耕還林」参加世帯（以下、退耕世帯）
のみに対して行い、第二回調査は「退耕還林」参加世帯と「退耕還林」未参加世帯（以下、
非退耕世帯）に対して実施された。 
対象の選定については「退耕還林」参加世帯は村民土地管理名簿から「退耕還林」世
帯を無作為に選出し、抽出された世帯に直接訪問し、なるべく世帯主に回答してもらった。
また、各村の訪問数は村の人口規模に比率している。 
アンケート調査の質問項目は付録に示す。本章ではそれらのアンケート調査に基づく
結果と分析となっている。 
 
表 4-1 農家アンケート調査の概要 
 
第一回アンケート調査 第二回アンケート調査 
実施時間 
2017年 9月 29日～2017年 10
月 1日 
2018年 8月 20日～2018年 8月 27日 
調査対象者 「退耕還林」参加世帯 「退耕還林」参加世帯及び未参加世帯 
質問項目 選択式 選択式 
農村略号 D村 A村 B 村 C村 
対象農村 呉家寨村 桐木嶺村 翁岩村 小山村 
配布回答数 30件 30件 15 件 20件 
有効回収回答数 24件 26件 15 件 17件 
退耕世帯数 24件 20件 11 件 12件 
非退耕世帯数 0件 6件 4 件 5件 
 
4.2 結果と分析 
 4.2.1 集計結果 
 二回アンケート調査の結果により、回答者の属性を要素別の集計は表 4-2 に示している。 
① 性別 
回答者のうちに、男性回答者数は 55 であり、女性回答者数は 27 となっている。その
理由としては世帯主中心にアンケートを行ってきた結果であり、男性の対象者の割合が比
較的に多くなった。 
② 年齢 
回答者の年齢構成については、40歳以下と 70歳以上の回答者が相対的に少ない。また、
40 代の回答者は全体の 26.8％、50 代の回答者は全体の 36.6%、60 代の回答者は全体の 25.6%
に占め、やや中高年年齢層に集中する傾向が見られる。現状では農村家庭の高齢化が進ん
でいると考えられる。 
③ 教育水準 
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教育水準に関しては、全体の回答者の学歴のばらつきが大きいが、小学校卒（27 名、
32.9％）と中学校卒（31 名、37.8%）の回答者が多い結果となっている。また、高校卒は 12
名、大学や専門学校卒は 12 名であった。 
④ 家庭人数 
農村家庭人数については、4 人家庭の数が最も多く、全体の 35.4%に占めている。次の
は３人家庭の 25.6%と５人家庭の 20.7%である。2人以下と 6人以上を有する家庭は少なく、
それぞれ全部回答者数の 10％以下にとどまっている。 
⑤ 現在職業 
回答者の現在職業については、農業に携わっている者がただ 24 名、大部分の回答者は
他の産業に参入している。そのうち、周辺企業に社員として働く人数が一番多く、26 名の
結果となった。また、出稼ぎ労働者と自営業の労働者がそれぞれ 11 名であり、職業の選択
が多様化されていると考えられる。一方、すべての回答者は「退耕還林」参加前は農業に
従事した。 
⑥ 退耕前所有耕地面積 
回答世帯の退耕前所有耕地面積については、2～4 畝の耕地を持つ世帯数は最も多く、
36 世帯である。2 畝以下と 4～6 畝の耕地を持つ世帯数はそれぞれ 15 と 19 となっている。
6 畝以上の世帯が相対的に少なく、計 12 世帯であった。 
⑦ 退耕前月あたり所得 
退耕前の家庭月あたり所得では 1000 元（約 16100 円）以下と 1001～2000 元（約 16100
～32200 円）水準の所得の家庭が最も多い結果となっており、それぞれ 37 世帯と 31 世帯で
あった。調査農村家庭は比較的に低収入世帯に集中していることが見られる。 
⑧ 現在月当たり所得 
現在の月所得では、6000 元（100000 円）台（22 名）と 7000 元（116667 円）以上（23
名）の回答者が一番多いと示されている。注意すべきのは月所得については家庭人数によ
って異なり、その内訳に関する評価が重要であると考えられる。 
⑨ 「退耕還林」の実施年度 
各村では政策の実施段階によって違う年度で「退耕還林」を展開した。2002～2003 年
頃の初期「退耕還林」世帯は 38 世帯であり、2014 年～2015 年の二回目「退耕還林」世帯
は同じ程度の 44 世帯である。 
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表 4-2  各要素別の回答者数の集計結果 
番号 質問内容 選択肢内容 回答世帯数（世帯） 比率（%) 
1 性別 
男性 55 67.1 
女性 27 32.9 
2 世帯主年齢 
30歳以下 1 1.2 
31～40歳 5 6.1 
41～50歳 22 26.8 
51～60歳 30 36.6 
61～70歳 21 25.6 
70歳以上 3 3.7 
3 教育水準 
小卒 27 32.9 
中卒 31 37.8 
高卒 12 14.6 
大学及び専門学校以上 12 14.6 
4 家庭人数 
2人及び以下 7 8.5 
3人 21 25.6 
4人 29 35.4 
5人 17 20.7 
6人 4 4.9 
7人及び以上 4 4.9 
5 現職業 
農業 24 29.3 
出稼ぎ労働者 11 13.4 
周辺企業社員 26 31.7 
公務員 11 13.4 
自営業 8 9.8 
その他 2 2.4 
6 退耕前所有耕地面積 
2畝以下 15 18.3 
2～4畝 36 43.9 
4～6畝 19 23.2 
6～8畝 7 8.5 
8畝以上 5 6.1 
7 退耕前家庭月所得 
1000元以下 37 45.1 
1001～2000元 31 37.8 
2001～3000元 10 12.2 
3001～4000元 3 3.7 
4001元以上 1 1.2 
8 現家庭月所得 
2000元以下 2 2.4 
2001～3000元 8 9.8 
3001～4000元 9 11.0 
4001～5000元 14 17.1 
5001～6000元 4 4.9 
6001～7000元 22 26.8 
7001元以上 23 28.0 
9 
「退耕還林」実施年
度 
2003～2004年 38 46.3 
2014～2015年 44 53.7 
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 4.2.2 四農村別の農家経営要素把握 
 アンケートの結果により、四つの調査農村での農家の諸経営要素の差異を比較する集
計結果を作成し、表 4-3 にまとめた。 
 表 4-3 により、各農村の調査世帯の年齢、教育水準や家庭人数での差異が小さい一方、
土地条件と所得条件が各村の間では異なる。桐木嶺と小山村は管轄する区域の面積が広い
ため、退耕前では世帯の所有する耕地面積が比較的に高いと思われる。「退耕還林」によっ
て各村の世帯所有耕地面積が 1.5～2.5 畝程度に減少した。それは「退耕還林」の参加世帯
は世帯人数に応じ、自家食糧を維持する「自留田」が規定されたからである。その内は特
に平坦地が広い桐木嶺村の面積が多く、工業施設が建設された翁岩村と林業が盛んだ小山
村に保留された耕地面積が少ないとみられる。また、世帯林地面積に関しては、茶樹など
が広く栽培する小山村は最も高く、ほとんど茶樹栽培に転換したと思われる。呉家寨村の
所有林地が相対的に少ない、急峻な地形で食糧生産の維持には困難があり、「退耕還林」の
施行規模が小さいと考えられる。 
 世帯の所得に関しては、退耕前では工業施設に近い翁岩村は比較的に高く、雇用労働
による所得が原因であると思われる。それに対し、現在所得水準の最も高い村落は小山村
であり、リョクチャの販売による所得の顕著な増加効果があると窺える。 
表 4-3 農村別の農家経営諸要素の結果 
農村 桐木嶺（A） 翁岩（B） 小山（C） 呉家寨（D) 
調査世帯主年齢平均（歳） 52.9 60.3 60.9 53.3 
教育年数平均（年） 7.3 8 7.2 8.1 
家庭人数平均（人） 4 4 3.9 4.3 
退耕前世帯平均耕地面積（畝） 5.05 3.35 6.38 3.06 
退耕後世帯平均耕地面積（畝） 2.44 1.4 1.61 2.02 
退耕世帯平均林地面積（畝） 2.36 2.16 7.36 0.82 
退耕前家庭月所得（元） 1463.5 2068.6 1123.5 1468.8 
現家庭月所得（元） 5172.3 5793.3 6002.9 5679.2 
 
 4.2.3 退耕世帯と非退耕世帯の要素把握 
 アンケート調査は退耕世帯と非退耕世帯を対象に行ってきた。両世帯の状況を把握す
るために、退耕世帯と非退耕世帯の間で「退耕還林」の状態に違いを比較する必要がある。
世帯間の差異を探ることで、「退耕還林」農家を選定する際には、選択条件や基準を明らか
にすることができると思われる。ここでは退耕世帯と非退耕世帯の諸要素を独立サンプル
の t 検定を行い、二つのグループ間の差異が有意であるかを確認した（表 4-4）。 
 この結果から、「退耕前の世帯一人あたり所有耕地」、「退耕前の月あたり所得」、「退耕
前月あたり・世帯一人あたり所得」、「世帯主年齢」、「世帯人数」の要素によって退耕世帯
になるか否かに関しては有意差が見られなかった。一方で、「退耕前の世帯所有耕地」と「教
育年数」の違いでは退耕世帯になるか否かに関して有意差が見られた。 
結果の考察については、退耕世帯の退耕前世帯所有耕地面積の平均は非退耕世帯のそ
れにより多いことが分かった。「退耕還林」の「25°傾斜面の耕地」の選択基準に関連され
てないように見えるが、その理由としては、中国の農村で土地の質と土地の面積大きさと
代替性があると思われる。1980 年に、中国の土地管理制度が社会主義公有制から農民が土
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地を占有、使用、収益する「土地請負経営制度」に転換した（小田、2004）。農村地域では、
土地条件に応じ、なるべき平均的に土地を農民に配分された。要するに、農家が取得した
土地の質が悪かった場合、その耕作地の面積が多くなっている。なお、土地の質が悪いの
多くの場合は傾斜面にあり、侵食危険がある土地が多く、「退耕還林」地には選択されやす
くなったと解釈できる。また、教育年数が長いほど農家は森林の生態、環境価値への理解
を高め、参加する可能性が高いと示している。それにより、「退耕還林」政策実践の一定的
な自主性を示唆された。 
表 4-4 退耕世帯と非退耕世帯の差異 
属性名 退耕世帯平均 非退耕世帯平均 
両世帯の差異がないの独立サン
プル t検定（H０：無差別） 
ｔ値 
退耕前の世帯所有耕地（畝） 5.69±0.61 3.70±0.33 2.871*** 
退耕前の世帯一人あたり所有耕地
（畝/人） 
1.39±0.12 1.10±0.13 1.342 
退耕前の月あたり世帯所得（元） 1542.30±209.12 1312.00±250.89 0.619 
退耕前の月あたり・世帯一人あたり
所得（元） 
383.23±39.73 354.17±44.84 0.415 
世帯主年齢（歳） 58.31±1.26 59.67±1.85 -0.583 
世帯人数（人） 4.10±0.18 3.87±0.45 0.530 
教育年数（年） 7.85±3.29 5.80±2.72 2.333** 
サンプル数 43 15  
 （・中二列平均は「平均値±標準偏差」形式，***1%水準で有意、 **5%水準で有意、 *10%水準で有意） 
注：呉家寨村の調査では非退耕世帯の回答者に対して実施されてない、また退耕前の収入などの要素が取
得されてないため、結果にバイアスを回避するように、差異性比較には除外された。 
 
 4.2.4 「退耕還林」が農民の耕地利用に及ぼす影響 
 耕作地は農家経営にとってかなり重要な生産要素であり、「退耕還林」によって直接的
に影響される農業経営要素である。 
 農家アンケート調査に基づき、退耕世帯と非退耕世帯の耕地利用状況を把握した。図
4-1 は各村における退耕世帯と非退耕世帯の「退耕還林」政策の実施前と実施後において平
均一人当たりの耕地と林地の面積変化を示すものである。この結果から、各農村世帯のい
ずれも一人あたり耕地面積が減少した傾向が見られる。非退耕世帯の緩やかな耕地変動に
対して、退耕世帯の耕地変化の方が耕作地の割合が大きく減少し、減少された耕作地はほ
とんど林地へ転換した。それにより、「退耕還林」政策の効果が顕著であると示唆されてい
る。また、非退耕世帯の耕地の減少は緩やかが、農家へのインタビューによると、耕作放
棄や家建てなどに利用されることが要因であると考えられる。 
 耕地作物に関しては、地域的には広く栽培する伝統・粗放的なトウモロコシとじゃか
いもの栽培世帯が減少し、野菜栽培する農家が増え、栽培作物が多様化となる結果が現れ
ている（図 4-2）。穀類のイネの栽培の増加は小さい。これはイネが平坦面耕地に主に植え
られ、比較的高い収益性があるため、放棄率低く、政策の影響が及びにくいからと推察さ
れる。一方、農家へのインタビューによると、農作物の栽培の減少によって、現在の家庭
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栽培作物は商品化されなくなり、作物は自給自足のために栽培するものが多いことが分か
った。 
  
図 4-1 退耕前後世帯の一人あたり耕地林地所有状況（畝）   図 4-2 退耕世帯の農作物栽培世帯数（重複有） 
 
 4.2.5 「退耕還林」が農民の所得変化に及ぼす影響 
 「退耕還林」の経済効果のもう一つの視点は農民の所得変化である。中国の経済成長
とともに、農村生活は改善しつつあるが、「退耕還林」政策の参加によって耕地の損失によ
って所得の減少が指摘された（周、2013）。その分、補助金や職業転換の賃金が補填される
と思われる。「退耕還林」が農民の所得変化への影響を明らかにするために、家計アンケー
ト調査の結果に基づき、実際の政策の参加によって農家の所得水準の変化及びその構成状
況を把握した。 
 表 4-5 は調査サンプル農家の毎月の平均一戸当たりの所得の変化を示すものである。そ
の結果から、退耕世帯と非退耕世帯とも全体として増加してきたことが分かった。政策の
参加後の所得構成を見ると、退耕世帯に関しては、出稼ぎや雇用労働などによる賃金所得
と林業所得額は比較的多く、退耕後の農家が他の産業への参入する場合や林業経営に移行
する場合、多くの収益がもたされる可能性が示唆された。非退耕世帯の賃金収入が重要な
所得構成要素になったが、その所得の最も大きい比率を占めるのは農業経営所得である。
この結果から非退耕世帯は主に農業経営を主要な収入源として家計を維持していることが
推察される。 
 また、譲渡所得項目に関して対象農家の取得した補助金水準は相対的に低い現状であ
る。現状について農家は補助金依存度が低く、補助金が農家家計に及ぼす影響は弱いと考
えられる。この結果は貴州省農村所得の高譲渡水準の傾向と異なる結果が見られる。省内
の平坦地域での農村は耕作を維持するため、国から多額の農業補助金や機械購入金が支給
されている。それに対し、傾斜面耕地が主要である「退耕還林」農村では「退耕還林」補
助金と限られる耕地の農業補助金が不足している現状が原因であると考えられる。 
 
31 
 
表 4-5 対象農家毎月の一戸当たりの平均所得（単位：元） 
所得水準 退耕世帯 非退耕世帯 
退耕前総所得          1,593           1,312  
退耕後総所得          6,099           4,079  
 ・賃金所得          3,658           1,213  
 ・譲渡所得 1）            238             272  
 ・農業経営所得            443           2,190  
 ・林業所得          1,726              50  
 ・その他             34             357  
        注:1) 譲渡所得は主に行政からの「退耕還林」補助金と農業補助金で構成される 
 
4.2.6 「退耕還林」が農民の職業転換に及ぼす影響 
 農民が「退耕還林」に参加することによって、耕地が林地へ転換し、普段の農作業か
ら解放され、余った時間を利用し、副業や転業する可能性は高いと指摘された（鬼木ほか、
2007）。本研究の対象となる農村世帯は「退耕還林」実施前はすべて農業に従事しており、
政策の参加後では農家が他の職業に転換する事例が多数確認できた。図 4-3 は各村の退耕世
帯の職業転換状況を示す結果である。この結果から、政策に参加する農家のうち、引き続
き農業に携わっている世帯は 19%にとどまっており、大部分の世帯は他産業に転換したこ
とが分かった。その職業転換の内訳をみると、周辺地域の企業社員（34%）、公務員（16%）、
出稼ぎ（13%）や自営業（12%）が主要な転換職業となっている。 
 
図 4-3 退耕世帯の職業転換状況（四農村、67退耕世帯） 
  
退耕世帯の職業転換結果が確認できたが、実際に「退耕還林」が農民の職業転換に影
響しているか否か、それに伴う農家の諸要素がどのように関わっているのかを明らかにす
るため、すべての農村世帯を対象に、二項ロジスティックス回帰分析を行った。 
 二項ロジスティックス回帰分析においては、従属変数は農民の職業転換するダミー変
数であり、農業継続と他職業転換の差を確認するため、単純化されたモデルの方が効果的
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であると考えられたためである。また、農家の「退耕還林」後の職業転換に影響を及ぼし
うる要因として、「退耕還林」参加有無ダミー変数、性別、年齢、教育年数指数、家庭人数、
退耕前の一人当たり収入、2015 の実施年度、世帯所有耕地面積、政策実施以来経過年数を
用いる。分析結果は表 4-6 のようになっている。 
 結果をみると、「退耕還林」参加有無ダミー変数、家庭人数、2015 実施年度、実施以来
年数に有意な影響が見られた。その影響の強度は偏回帰係数の大きい順に①「退耕還林」
参加有無②2015 実施年度③家庭人数④実施以来年数であった。 
この結果の考察については、「退耕還林」の参加の影響が強く、「退耕還林」参加によ
って、農民の職業転換を強く促すことが示唆された。2015 年度の施策は 2002 年の初期施策
に比較して、社会経済状況が異なり、中国の都市化と経済成長に伴い、農村地域からの労
働力に対するニーズがさらに高まり、都市地域が提供できる就労チャンスも増えた。農民
にとってはより転職しやすい環境となっていることが要因であると考えられる。家庭人数
については、対象農家はほとんど家庭内労働力によって行われている小規模農家であるた
め、家庭人数が多いほど、「退耕還林」の実施により受け取った補助金と農業所得だけが家
庭を養えない問題が出ており、収入の増加を求めた結果だと考えられる。最後に「実施以
来年数」が増えるほど、農民が職業転換する可能性が高くなる。それについても農民が政
策の長期持続性と効果が疑うことを窺える。 
 「退耕還林」の実施によって多くの農家は生産様式と職業の転換などを行うことで、
家庭の所得を安定させようとすることが分かった。それを試した農家はうまく職業転換に
よって増収し、補助金に加え、農家の家計を維持できる可能性があったと思われるが、実
際、農家へのインタビューによると、政策の実行に伴う就労、学習の支援がなかった。た
だうまくいけば、会社、公務員として働くことがあるが、一部の農民では教育水準、技能
不足のため、低賃金の日雇い労働にしか従事できなく、不安定な生活を送っている現状も
見られた。それに対し、政策の実施に伴う農外就労の知識、スキルの学習と研修及び仕事
斡旋の制度づくりが今後の施策にとって重要であると思われる。 
表 4-6 農民の職業転換の要因 
 
従属変数：職業転換 
 
（1＝農業から他産業転換 ; 0＝農業継続） 
係数         標準偏差 
定数 -9.693 4.494 
「退耕還林」有無ダミー 2.537** 1.072 
性別 0.997 1.044 
年齢 0.038 0.059 
教育年数 0.228 0.175 
家庭人数 0.626* 0.359 
退耕前一人あたり収入 -0.001 0.002 
2015年ダミー 2.088* 1.166 
世帯所有する耕地面積 -0.222 0.143 
実施以来年数 0.372*** 0.127 
R2 0.526 
補正 R2 0.429 
（分析方法：二項ロジスティックス回帰； 
 ***1%水準で有意、**5%水準で有意、*10%水準で有意） 
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4.3 まとめ 
 本章では、「退耕還林」実施農村にて農家に対する家計に関するアンケート調査を集
計・考察により、「退耕還林」が農家経営への影響を把握した。 
 退耕世帯と非退耕世帯に関しては、両世帯の諸要素の差異を確認した結果、「退耕前の
世帯所有耕地」と「教育年数」の違いによって退耕世帯になるか否かに関して有意差が見
られた。農民の地力と土地面積の代替性により、退耕世帯の退耕前世帯の所有耕地面積は
非退耕世帯の面積より多くなった。また、教育水準が高いほど、政策を参加する可能性が
高いと示された。 
 農民の耕地利用については、退耕世帯の耕地面積は大きく減少し、「退耕還林」から影
響を受けると考えられる。退耕世帯のうち、トウモロコシとじゃかいもを栽培する世帯数
が減少し、野菜を栽培する農家が増え、栽培作物が多様化する傾向が見られた。 
 農民の所得変化については、全世帯とも全体として増加してきた一方、退耕世帯では
賃金所得と林業所得の割合が多くなった。「退耕還林」後の農家が他の産業に参入するある
いは林業経営を行った場合、多くの収益をもたされる可能性が示唆される。また、譲渡所
得比率の低いことから、農家の補助金依存度が低い現状が示唆された。 
 農民の職業転換については、農業を継続従事する世帯より、大部分の世帯は他産業に
転換したことが分かった。職業転換に影響する要因としては「退耕還林」参加の有無、家
庭人数、2015 実施年度、実施以来年数があげられた。 
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第五章 「退耕還林」参加農民の森林に対する意識構造 
5.1 アンケート調査の概要 
 前章の家計アンケート調査と同時に、「退耕還林」の参加農民に対する意識アンケート
調査を行ってきた。桐木嶺村、翁岩村、小山村、呉家寨村の四つの対象地域においては人
口、経済、国土、林業成長の度合いなどが相違し、各村の植林実践方策も異なる。このよ
うに貴州省の各農村地域での異なる条件の下にある多様化された意識構造を持つ対象農民
に関してのデータが取得できたと思われる。 
 アンケート調査の質問項目については、事前の文献調査と行政及び林業機関へのヒア
リング調査の結果により、「退耕還林」活動といった特殊な植林活動に関わる生態の認識、
補助金、森林権利、家計など様々な意識要因を基に、総計 18 問の質問項目で構成された質
問紙が作成した。具体的な質問紙の内容は付録 P3 にまとめた。各質問に対しては、⑤「と
てもよく当てはまりる」④「けっこうあてはまる」③「どちらでもいえない」②「あんま
りあてはまらない」①「まったくあてはまらない」の五段階評価を設定した。取得した結
果に 1~5 の点数を付け、データ分析に使用する。 
 
5.2 結果と分析 
 5.2.1 因子分析の結果と分析 
 林・野田（2005）を参考にアンケート調査の各質問項目から五段階で得られた情報を
統計ソフト IBM SPSS Statistics 18 を用いた因子分析を行ってきた。因子分析の回転後の因子
行列は表 5-1 になっている。なお、因子分析に用いた質問の構成と対応の結果は表 5-2 に示
している。 
表 5-1 各質問項目の回転後の因子行列 
質問番号 質問項目略称 
因子 
1 2 3 4 5 6 7 
4.1 活動支持意識 .778 .109 .008 .077 -.020 .010 .170 
4.2 土地劣化認識 .734 .091 -.039 .158 .031 .078 -.005 
4.3 下流寄与認識 .725 .125 .021 .077 -.091 .096 -.044 
4.7 補助金意識 .041 .747 -.059 -.152 .084 .279 .043 
4.8 所得増減意識 .300 .562 .133 -.085 -.081 -.064 -.500 
4.17 森林販売意識 .196 .444 .089 .159 -.097 .120 .068 
4.14 人手不足認識 .112 .072 .784 .072 .141 .005 .033 
4.15 負担軽減認識 -.125 -.038 .705 .084 .158 .046 .199 
4.4 育林責任意識 .193 -.214 .116 .776 -.054 .022 .113 
4.5 育林支援獲得意識 .129 .178 .043 .772 .056 -.051 -.178 
4.13 果樹意識 .023 -.053 .222 -.085 .721 .057 .020 
4.9 林業増収意識 -.106 .011 .070 .079 .704 -.028 -.076 
4.10 伐採権利意識 -.005 .121 .165 -.025 -.158 .743 -.023 
4.11 財産権利意識 .145 .145 -.064 -.026 .275 .475 -.056 
4.18 継承権利意識 .192 .355 -.230 .074 .063 .394 -.111 
4.12 樹種選択意識 .081 .251 .192 -.075 -.017 -.104 .573 
4.6 面積選択意識 .043 -.065 .047 -.009 -.039 -.016 .381 
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1)．質問番号は付録 P3の質問紙での各問対応している番号である。 
2）．因子抽出法は主因子法、回転方法はバリマックス回転である； 
3）．計七つの因子が抽出された。第七つ因子までの全分散の累計寄与率 54.038%である； 
4)．調査取得したデータを Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性検定と Bartlett の球面性検定を実施した。
その結果、KMOの標本妥当性測度は 0.532であり、基準値の 0.5より大きく、Bartlett の球面性検定は有
意確率は 0.000であるため、データは因子分析に適し、有意な結果が出られると考えられる。 
 
 
表 5-2 各因子と質問項目 
因子番号 因子 変数号 質問番号 質問内容の略称 質問項目 
F1 
「退耕還林」
意識 
X1 4.1 活動支持意識 「退耕還林」活動を行うべきだと思います 
X2 4.2 土地劣化認識 
「退耕還林」活動は貴州省石漠化の解決にとって有益な政策だと
思います 
X3 4.3 下流寄与認識 「退耕還林」活動の実行は長江の下流域に貢献できると思います 
F2 金銭意識 
X4 4.7 補助金意識 今後自分の土地で補助金がなくても再造林していくと思います 
X5 4.8 所得増減意識 「退耕還林」活動によって自分お所得が増えたと思います 
X6 4.17 森林販売意識  今後は自分の森林を販売したいと思います 
F3 林権意識 
X7 4.10 伐採権利意識 
無制限の条件であれば、所有する林地を伐採したいと考えていま
す 
X8 4.11 財産権利意識  森林は自家の財産だと思います 
X9 4.18 継承権利意識  森林を後継者に残したいと思います 
F4 
作業大変さ
意識 
X10 4.14 人手不足認識 自分が森林施業するにあたって人手不足と感じます 
X11 4.15 負担軽減認識 
「退耕還林」活動の参加によって自家作業量の負担が軽減された
と思います 
F5 自主性意識 
X12 4.12 樹種選択意識 樹種は農民が自主的に選択すべきだと思います 
X13 4.6 面積選択意識 退耕される面積は農民が自主的に決めるべきである 
F6 
林木保育意
識 
X14 4.4 育林責任意識 自分が農家として森林を管理、保育すべきだと思います 
X15 4.5 育林支援獲得意識 
自分が森林を管理、保育する際に、林業局や地方から十分な支援
を受けたと思います 
F7 
林木収益意
識 
X16 4.13 果樹意識 
スギ、ポプラなどの「生態樹種」より果樹、種実類樹は好ましい
と思います 
X17 4.9 林業増収意識 
成林後、自分所有な森林を利用生産し、収入を増やしたいと思い
ます（木材、観光など） 
注：18問のうちの第 4.16問の「森林施業より耕作と畜産が拡大すべきだと思います」質問（「耕作の愛着」
を問われる問題）は因子分析の中にどの因子でも関係されてなかったため、18問から除外された。 
 
 
 因子分析により、総計７つの因子が抽出された。各因子が表す森林に関する意識・態
度は次のようにまとめた。 
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 F1：第一因子は、「活動支持意識」、「土地劣化認識」、「下流寄与認識」の「退耕還林」
政策の生態必要性、収益性などに関する評価の意識に向かう内容の項目が高い負荷量を示
している。この因子は「退耕還林に対して積極的に評価する意識」をとする。略して「退
耕還林」意識とする。 
 F2：第二因子は「補助金意識」、「所得増減意識」、「森林販売意識」の政策による金銭、
収入面を重視する意識に向かう内容の項目が高い負荷量を示している。この因子は「政策
による補助金、収入を関心を持つ意識」とする、略して金銭意識とする。 
F3：第三因子は「伐採権利意識」、「財産権利意識」、「継承権利意識」などの自分が占有
する森林に関わる財産、伐採、継承など様々な権利を有するの意識に向かう内容の項目が
高い負荷量を示している。この因子を「森林を財産と認識し、所有、収益、継承など林地
と林木の権利を重視する意識」とする。略して権利意識とする。 
F4：第四因子は「人手不足認識」、「負担軽減認識」の家庭の農作業や林業作業などの大
変さを認識する意識に向かう内容の項目が高い負荷量を示している。この因子は「還林後
の諸作業の苦労に対する認識」とする、略して大変さ意識とする。 
F5：第五因子は「樹種選択意識」、「面積選択意識」の政策に参加するにあたり、自分が
樹種、面積などに自主性があると認識に向かう内容の項目が高い負荷量を示している。こ
の因子を「参加耕地面積と樹種など枠組みの自主性」とする。略して自主性意識とする。 
F6：第六因子は「育林責任意識」、「育林支援獲得意識」の造林活動での森林保育に関す
る意識に向かう内容の項目が高い負荷量を示している、この因子を「林木を積極的に育成
する」とする。略して林木保育意識とする。 
F7：第七因子は「果樹意識」、「林業増収意識」の造林活動での森林を利用し、長期的に
経済的に利益を取得する意識に向かう内容の項目が高い負荷量を示している、この因子を
「木を活用し、直接に経済利益を追求する意識」とする。略して林木収益意識とする。 
 
 5.2.2 質問項目の平均値 
 アンケート調査の結果により、各質問項目の平均値と標準偏差及び因子単位の平均値
は表 5-3 に示した。 
 各因子の平均値を確認した結果、自主性意識、林木収益意識、林権意識に関する項目
などの平均点数は比較的高いことから、農民は「退耕還林」に関して、政策の中に農家の
自主性、収益の可能性、権利意識に対する関心が高いと推察された。自主性と収益因子の
うち、樹種意識、面積意識や林業増収意識の高い平均値から、樹種と面積両方を重視する
傾向が見られ、果樹意識に対して、林木の増収に関する関心が特に高いと思われる。また、
権利意識に関しては伐採意識項目が比較的に低い値であり、伐採に比べて、森林は自分の
財産、それを次の世代に継承するの方が認識され、政策の条例によって成林後の適切な伐
採が認められるものの、農民の森林に対する伐採意識はまだ高くないと言える。 
 一方、作業大変さ意識と林木保育意識に関する因子の平均値が低かった。特に保育意
識では、農民が林木を保育すべきの保育責任意識が得点が低く、農民自らの保育行動に促
す責任意識の醸成が重要であると考えられる。 
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表 5-3 各質問項目の平均値 
因子 質問内容の略称 平均値 標準偏差 因子平均値 
「退耕還林」意識 
活動支持意識 3.88 0.98 
3.70 土地劣化認識 3.60 0.87 
下流寄与認識 3.63 0.85 
金銭意識 
補助金意識 3.60 0.89 
3.68 所得増減意識 4.00 0.70 
森林販売意識 3.43 0.86 
林権意識 
伐採権利意識 3.55 1.03 
3.81 財産権利意識 3.88 0.79 
継承権利意識 3.99 0.79 
作業大変さ意識 
人手不足認識 3.07 1.22 
3.08 
負担軽減認識 3.09 1.06 
自主性意識 
樹種選択意識 3.82 0.82 
3.89 
面積選択意識 3.96 0.84 
林木保育意識 
育林責任意識 3.33 1.06 
3.19 
育林支援獲得意識 3.04 1.08 
林木収益意識 
果樹意識 3.61 0.87 
3.83 
林業増収意識 4.04 0.77 
 
 5.2.3 因果分析の結果と分析 
 前節に述べた各質問項目と因子の対応関係に踏まえ、各質問項目をカテゴリー化され
た。各質問項目の回答を観測変数として、それが代表する因子を潜在変数として、構造方
程式モデリング（SEM）を用い、因果分析による各因子の関係分析を行った。本節で使う
手法は林・野田（2005）を参考にした。使用した統計ソフトウェアは IBM SPSS Amos であ
る。 
 ここで、持続的に造林し、政策の目標を達成するためには実際、植林主体としての農
民が森林保育や収益する行動が不可欠であると考えられる。しかし、現状の施策では農民
の保育意識が低下し、一部の林地は成育不良の問題があると見られる。今後の政策の展開
にあたり、森林保育と収益行動に直接に関わっている農民の林木保育意識と林木収益意識
が重要となってくる。その二つの因子に焦点を当てて、ほかの因子はどのようにその二つ
の森林意識に影響を及ぼすのかを検討すると思われる。そのため、林木保育意識と林木収
益意識を目的変数とし、他の「退耕還林」に関する森林意識を説明変数として因果分析を
実施した。 
 モデルの構成方法については、各因子が同時に目的変数への影響を分析する統合的な
モデルより、各因子がそれぞれ、単独的に二つの目的変数への影響を分析する個別モデル
が用いられると思われる。その理由としては、対象サンプル数の制限と諸因子が関連し合
うことにより、複雑化したモデルの使用に不適であると考えられるからである。 
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図 5-1 各因子の単独の影響を分析するモデルのパス図 
注：1）．Xiは観測変数（質問の回答）、Xｍと Xｎは保育意識と収益意識の観測変数である； 
2）．Fjは影響しうる説明変数（各意識因子）； 
3）．Dｍと Dnは個別モデルにおいて他の因子を表す； 
4）．モデルの中の誤差の表示が省略されている。 
 
図 5-1 に示した因果モデルの説明変数と目的変数間の係数（関係性、αｊｍとαｊｎ）を
推計した結果を表 5-4 に示した。 
 
表 5-4 各因子のモデルの変数間の係数推計結果と適合度指数 
モデル 説明変数名 
標準化係数 適合度 
保育（αjm） 收益（αjn）  χ
2値 自由度 p値 CFI RMSEA GFI AIC 
F1 退耕 0.331
* -0.030 8.216 12 0.768 1.000 0.000 0.969 40.216 
F2 金銭  0.036
** -0.034 20.400 13 0.086 0.976 0.047 0.952 46.606 
F3 林権 -0.043 0.250
* 13.281 13 0.426 0.995 0.037 0.947 43.281 
F4 大変さ -0.131 -0.407
** 4.379 7 0.735 1.000 0.000 0.979 32.379 
F5 自主 -0.217 0.104 6.831 8 0.555 1.000 0.000 0.966 32.381 
1） 目的変数の係数は標準化された係数である； 
2） **5%水準で有意、 *10%水準で有意、*なしの場合は有意が見られなかった； 
3） CFIは 0.900以上、RMSEAは 0.000により近い、GFIは 0.900以上ではモデルの適合度がよいと見られ
る。 
 
表 5-4 をみると、退耕還林意識と金銭意識が林木保育意識に対して正の影響があること
がわかった。この結果の解釈としては農民が正確に活動の生態的な意義を認識すると、高
い林木の保育意識を持つようになった。また、補助金などのお金に関心を持つ程度が高い
ほど、それを十分取得できるように長期な保育行動が必要、保育意識が高くなると考えら
れる。一方、退耕還林意識と金銭意識が有意な影響が見られなかった。 
 林権意識と大変さ意識が林木収益意識に対して影響していることがわかった。林権意
識に関しては農民自身の林木を占有、収益、継承などの権利のに関する意識が高いほど、
長期的に森林利用し、林業生産品を産出し、利益を生み出す意欲も高い傾向を示されてい
る。また、生産作業は大変だと認識すると、林木の収益意識への負の作用があると示唆さ
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れた。 
 自主性意識は両方の目的変数には有意な影響が見られなかった。 
この結果から、補助金などの金銭手段とともに、農民に正確に「退耕還林」の生態復
元、流域保全の意義を認識させるのが保育意識を高められる。また、現在離農と農村高齢
化の背景に、農業や林業作業をさらに苦労する農家が増えていくと考えられる。作業の大
変さによって林業生産、経営を放棄する農家が存在し、林木の収益性の悪化につながると
思われる。それに対し、林木を利用し、経済収益を増やす公的支援が必要であると考えら
れる。 
 
5.3 まとめ 
 本章では、「退耕還林」の参加農民に対する意識アンケート調査の結果に基づき、因子
分析と SEM による因果分析法を用い、農民の森林に対する意識の現状、構造と関係性を把
握した。 
 質問項目の各問は「退耕還林」活動の様々な意識要素を設定し、より全面的に農民の
森林意識を得られたと思われる。取得したデータを因子分析を使い、計７つの因子が抽出
され、一つの因子は複数の質問項目が対応されている。質問項目の構成と分類により、７
つの因子を「退耕還林」意識、金銭意識、林権意識、作業大変さ意識、自主性意識、林木
保育意識、林木収益意識とした。 
 各因子の平均得点に関しては、自主性意識、林木収益意識、林権意識に関する項目な
どの平均点数は比較的高く、作業大変さ意識と林木保育意識に関する項目が点数が低い結
果となった。農民が異なる類別の意識に対する関心の差異があると示唆される。 
 また、SEM による因果分析を用い、林木保育意識と林木収益意識がいかに他の森林意
識に影響されるのかを分析した。その結果、退耕還林意識と金銭意識が林木保育意識に対
して正の影響があることがわかった。なお、林権意識と大変さ意識が林木収益意識に対し
て影響していることが確認された。この結果から、農民に正確に「退耕還林」の意義を認
識させることが保育意識の向上にとっては有効であり、林木収益性を増やす公的支援が必
要であると考えられる。 
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第六章 考察と結論 
6.1 考察 
 これまで「退耕還林」の展開、拡大したところ、地域実践においての重要な課題と対
策を考察すると思われる。 
 （1）行政、林業機関、農民の三つの主体が一体化される協働体制の構築することが重
要であると考えられる。これまで施策現状の課題として各主体がそれぞれ独自の役割を果
たし、他主体の立場や現状を理解する機会が少なく、一方通行的に意見や要望をなげかけ
たため、主体間の利益追求乖離が大きいと考えられる。林業機関は生態収益を追求し、行
政機関は地域経済成長を図り、それに対し、植林主体である農民に生産様式の転換と森林
意識の確立のスピードが追いつかず、森林保育不足や林業製品市場不十分などの問題をも
たらしている。今後政策の展開に対応し、農民生活水準の改善を進めるため、各主体の相
互理解と共通認識が持たれる官民の議論やコミュニケーションの場の築くことが必要であ
ると思われる。このような議論に通じて、退耕面積、樹種や補助金など利益関係の調整を
図りつつ、地域生態環境保全と農村経済成長に向けた提案をまとめることが望ましい。ま
た、新たな提案を向けて、行政と林業が植林から森林経営、収益にかけて緊密に連携し、
農家に対する経営の支援が不可欠であると考えられる。 
 （2）前述に踏まえ、行政と林業機関が植林施策を推進するにあたり、農民の森林に関
する意識の醸成が必要となってくる。現状としては、政策の宣伝する際に、政策の経済面
を強調することが多く、農民が政策の生態必要性などのビジョンに対する理解が不十分で
あったため、森林施業、保育を怠けることが多く発生された。それに対し、補助金などの
金銭手段とともに、農民に正確に「退耕還林」の生態復元、流域保全の意義を認識させる
のが保育意識を高められると本研究では提示する。具体的に、林業機関が政策を展開する
際に、実施農村で政策の目標、収益性、環境寄与などに関する説明会を催すことが有効で
あろう。また、現在離農と農村高齢化の背景に、森林収益性が低下する可能性が本研究が
示し、行政機関が連携し、林業製品の組織を設立することによって経済収益を増やす公的
支援を強化することが重要であると思われる。 
（3）これまで「退耕還林」の地域実施により、多くの農家は生産様式と職業の転換な
どを行うことで、家庭家計の所得を安定させようとすることが分かった。新たな職業によ
る増収は農家所得の増加の一因であると考えられる。本研究により、今後でも政策の実行
によって職業転換を図っている農民がさらに増えていくと思われる。しかし、現状として
政策の実行と伴う就労、学習の支援がなく、一部の農民が教育水準、技能不足のため、低
賃金の日雇い労働にしか従事できなく、家計不安定な生活を送っている現状も見られた。
それに対応し、地域関係機関が主導する農外就労に関する知識、スキルの研修と安定な就
職体制の構築が非常に重要となっている。 
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6.2 結論 
 本研究は中国の「退耕還林」政策の地域実践に着目し、貴州省の林業機関や実施農村
の行政機関に対するヒアリング調査、農民に対するアンケート調査や文献調査に通じて、 
「退耕還林」政策の地域実践プロセスの仕組みと各主体の方針と思想の実態と課題点を把
握し、政策が農家の経済行為と森林に対する意識に与える影響を明らかにした。 
 「退耕還林」政策の地域実践については、現地調査に通じ、各実施農村が「退耕還林」
政策を活用し、現地実情に照らして果樹栽培、茶産業の拡大、農村観光など多様な実践を
取り組んでいることが明らかになった。一方、政策に関わる各関係者（林業庁、郷鎮政府、
村民委員会）の役割と特徴を把握した。林業、行政、農民三者が参加する現存の施策体制
は多くの課題が存在している。各組織や主体に関しては、自らの役割、責務を理解し、組
織間の連携、協力強化、情報開示の更なる改善、農民に対する林業ノウハウ学習と意識啓
発などを考慮する協働制度の構築は今後の施策にとってより効果的であると考えられる。
協働制度の方向性としては、議論やコミュニケーションの場の築くことと行政と林業が植
林から森林経営、収益にかけて緊密な連携が必要となっていた。 
 「退耕還林」が農家経営への影響に関しては、現地実施農村の農家アンケート調査に
基づき、「退耕還林」参加世帯の基本特徴、「退耕還林」が耕地利用、所得変化や職業転換
への影響などの各側面から政策が農家経営への影響を明らかにした。結果としては、政策
の参加により、農家の耕地面積は大きく減少し、特に伝統、粗放的なトウモロコシやじゃ
かいもの栽培世帯が減少し、作物が多様化された傾向が見られた。また、政策の参入後に、
大部分の世帯は他産業に転換したことが分かった。それに対する賃金所得と林業所得は退
耕世帯の主な収入源となってきた。農民の職業転換の現状に対応し、農外就労に関する知
識、スキルの研修と安定な就職体制の構築が不可欠であると考えられる。 
 「退耕還林」の下の農民森林意識については、意識アンケート調査の結果に基づき、
因子分析と SEM による因果分析法を用い、農民の森林に対する意識の現状、構造と関係性
を把握した。農民が「退耕還林」の森林に関する意識は「退耕還林」意識、金銭意識、林
権意識、作業大変さ意識、自主性意識、林木保育意識、林木収益意識と分類された。その
関係性について、退耕還林意識と金銭意識が林木保育意識に対して正の影響があり、林権
意識と大変さ意識が林木収益意識に対して影響していることが確認された。今後の農民の
積極的な森林保育、収益行動を結びつけるように、「退耕還林」の意義を認識する意識の確
立が必要となり、作業負担を軽減し、林木経済収益を増やす公的支援が重要であると考え
られる。 
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付録 
貴州省「退耕還林」政策の実態と農村生活調査票 
 
A.1 「退耕還林」の参加有無 
 （１） 有り   （２） 無し 
 
一. 農家基本情報 
１.1 性別： 
（１） 男性   （２） 女性 
１.2 年齢： 
  （１）１９歳以下 （２） ２０〜２９歳  （３） ３０〜３９歳 （４） ４０〜４９歳  
  （５）５０〜５９歳  （６）６０〜６９歳  （７）７０歳以上 
１.3 教育水準（最終学歴）： 
  （１）小卒  （２）中卒  （３）高校卒  （４）専門学校卒  （５）大卒及び以上 
１.4 還林前従事した職業： 
  （１）農民（主に作物、畜産）  （２）自営業 （３）周辺会社会社員（鉱業、建設業） 
  （４）公務員  （５）外出出稼ぎ  （６）林業  （７）その他＿＿＿＿＿＿＿ 
１.5 還林後の主要な従事する職業： 
  （１）農民（主に作物、畜産）  （２）自営業 （３）周辺会社会社員（鉱業、建設業） 
  （４）公務員  （５）外出出稼ぎ  （６）林業  （７）その他＿＿＿＿＿＿＿ 
1.6 世帯人数： 
  （１）二人以下 （２）三人 （３）四人  （４）五人 （５）六人 （６）七人及び以上 
1.7 「退耕還林」実施前の月あたりの家計収入（実施 1 年前の時点） 
  ＿＿＿＿＿＿＿RMB/月 
1.8 「退耕還林」実施後の月あたりの家計収入（実施 1 年後の時点） 
  ＿＿＿＿＿＿＿RMB/月 （内訳） 
 
二. 「退耕還林」基本状況 
2.1  「退耕還林」実施時間： 
   _______________年 
2.2 「退耕還林」実施前に所有した耕作地の面積（畝＝1/15ha）: 
________________畝 
2.3 「退耕還林」実施後に所有した耕作地の面積（畝＝1/15ha）: 
    ________________畝 
2.4 「退耕還林」の実施によって所有する林地面積： 
    ________________畝 
2.5  補助金水準： 
 （譲渡）__________RMB/畝+（食糧）＿＿＿＿kg/畝 
2.6 栽培された樹種： 
（１）銀杉（マツ科カタヤ属）  
（２）雲南松（マツ科 Pinus yunnanensis） 
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（３）柳杉（スギ科 Cryptomeria fortunei） 
（４）雲南ポプラ（ヤナギ科 Populus yunnanensis） 
（５）モモ 
（６）スモモ 
（７）サンショウ 
（８）ヒッコリー（クルミ科ペカン属） 
（９）シナグリ（ブナ科クリ属） 
（10）その他_________________ 
 (各樹種の栽培・保育コストでは林業局がまとめたものがある) 
 
2.7 森林権利に関する証明書の発行の有無 
  （１）あり  （２）なし 
 
三. 農家経済 
3.1 現在家計収入の内訳： 
収入源 金額（RMB/年） 
雇用所得（非農所得）  
譲渡所得  
農家経営所得（作物、畜産など）  
林業生産所得  
その他  
 
3.2  作物生産状況 
作物名 作付面積（畝） 産出量（kg） 
稲   
トウモロコシ   
大豆   
ジャカイモ   
その他   
 
3.3 畜産生産状況 
畜産 家畜出荷数 
豚  
牛  
鶏  
ヤギ  
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四. 森林意識 
4.1 「退耕還林」活動を行うべきだと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
     4.1.1  1~2 不支持を選んだ理由__________________________ 
4.2 「退耕還林」活動は貴州省石漠化の解決にとって有益な政策だと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.3 「退耕還林」活動の実行は長江の下流域に貢献できると思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.4  自分が農家として森林を管理、保育すべきだと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.5  自分が森林を管理、保育する際に、林業局や地方から十分な支援を受けたと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.6  退耕される面積は農民が自主的に決めるべきである 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.7  今後自分の土地で補助金がなくても再造林していくと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.8 「退耕還林」活動によって自分お所得が増えたと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.9  成林後、自分所有な森林を利用生産し、収入を増やしたいと思います（木材、観光な
ど） 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.10 無制限の条件であれば、所有する林地を伐採したいと考えています 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.11  森林は自家の財産だと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.12  樹種は農民が自主的に選択すべきだと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.13  スギ、ポプラなどの「生態樹種」より果樹、種実類樹は好ましいと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.14  自分が森林施業するにあたって人手不足と感じます 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.15 「退耕還林」活動の参加によって自家作業量の負担が軽減されると思います      
□1   □2   □3   □4   □5 
4.16  森林施業より耕作と畜産が拡大すべきだと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.17  今後は自分の森林を販売したいと思います 
     □1   □2   □3   □4   □5 
4.18  森林を後継者に残したいと思います 
□1   □2   □3   □4   □5 
注：各質問項目に対する回答の選択肢は以下の通り： 
１：まったく当てはまらない；2:ほとんど当てはまらない；3:どちらともいえない；4:かなり当てはまる；5:非常に当て
はまる 
